
まち・ひと・しごと創生長期ビジョン -概要- 
－国民の「認識の共有」と「未来への選択」を目指して－ 

※ 「長期ビジョン」は、日本の人口の現状と将来の姿を示し、人口問題に関する国民の

認識の共有を目指すとともに、今後、取り組むべき将来の方向を提示するもの。 

Ⅰ．人口問題に対する基本認識 -国民の認識の共有が最も重要である 

１．「人口減少時代」の到来 

 

 

 

２．「人口減少」が経済社会に与える影響 

３．東京圏への人口の集中 

 

○2008年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。

2020年代初めは毎年 60万人程度の減少だが、2040年代頃には年 100万人程度の減少

にまで加速する。

○人口減少の状況は、地域によって大きく異なる。

人口減少は、①第一段階（若年減少、老年増加）、②第二段階（若年減少、老年維持・

微減）、③第三段階（若年減少、老年減少）を経て進行。東京都区部や中核市は「第

一段階」だが、地方は既に「第二・三段階」に突入。2010～2040 年の間に、東京都

区部は▲６％に対して、人口５万人以下の地方都市は▲28％、過疎地域市町村は▲

40％で、人口急減という事態。

○人口減少は地方から始まり、都市部へ広がっていく。

地方は、若い世代が東京圏へ流出する「社会減」と、出生率が低下する「自然減」の

両者により、都市部に比べ数十年も早く人口減少。地方の人口が減少し、地方から大

都市への人材供給が枯渇すると、いずれ大都市も衰退。

○人口減少は、経済社会に対して大きな重荷となる。

人口減少に伴う高齢化の結果、経済規模が縮小し、一人あたりの国民所得が低下する

おそれ（人口オーナス）。

○地方では、地域経済社会の維持が重大な局面を迎える。

このまま推移すると、2050年には、現在の居住地域の６割以上で人口が半分以下に

減少、２割の地域では無居住化すると推計されている。

○東京圏には過度に人口が集中している。

東京圏への集中度合いは国際的にも高い水準。東京圏は、長時間通勤、住宅価格の高

さ、待機児童問題等様々な課題を抱えている。

○今後も東京圏への人口流入が続く可能性が高い。

人口流入は東京圏だけ（年間転入超過数：約 10万人）であり、今後、東京オリンピ

ックの開催や高齢化の進展は人口流入を増幅させる可能性。

○東京圏への人口の集中が、日本全体の人口減少に結び付いている。

このまま推移すると、「過密の東京圏」と「人口が極端に減った地方」が併存しなが

ら人口減少が進行。地方に比べ低い出生率の東京圏に若い世代が集中することによっ

て、日本全体としての人口減少に結び付いている。
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Ⅱ．今後の基本的視点 

１．人口減少問題に取り組む意義 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

２．今後の基本的視点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．目指すべき将来の方向 

１．「活力ある日本社会」の維持のために 

◎今後目指すべき将来の方向は、将来にわたって「活力ある日本社会」を維持 

することである 

 

 

 

 

 

 

 

○人口減少に対する国民の危機感は高まっている。 

世論調査結果（2014年８月）では、９割以上の国民が「人口減少は望ましくない」

と回答。 

○的確な政策を展開し、官民挙げて取り組めば、未来は開ける。 

先進国の中でも、いったん出生率が低下しながら、回復している国々が存在（フラン

ス：1993年 1.66→2010年 2.0、スウェーデン：1999年 1.50→2010年：1.98）。 

○人口減少への対応は、「待ったなし」の課題である。 

出生率の向上が早いほど、効果は大きい。出生率の向上が５年遅れるごとに、将来の

定常人口は概ね 300万人ずつ減少。 

○３つの基本的視点から取り組む。 

人口減少に歯止めをかける「積極戦略」と、人口減少に対応するための「調整戦略」

を同時に推進。 

① 「東京一極集中」の是正 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

○国民の希望の実現に全力を注ぐ。 

第一に、地方への移住の希望に応え、地方への新しいひとの流れをつくる。東京都在

住者の４割は「移住する予定」又は「今後検討したい」という調査結果。 

第二に、若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。18～34 歳の未婚男女の

９割程度は結婚の意思、また、夫婦が予定する平均子ども数は 2010年で 2.07人。 

○若い世代の結婚・子育ての希望に応える。 

結婚の希望の実現のためには、「質」を重視した雇用を確保し、安定的な経済的基盤

の確保をすることが必要。「子育て支援」は喫緊の課題。また、男女ともに子育てと

就労を両立させる「働き方」の実現が重要。 

 

○人口減少に歯止めをかける。 

出生率が人口置換水準（2.07）に回復することが人口が安定する必須の条件。OECD

レポート（2005 年）では、日本は育児費用軽減や育児休業の取得促進、保育サービ

ス拡充等の対策が講じられれば、出生率は 2.0まで回復する可能性があると推計。 

○若い世代の希望が実現すると、出生率は 1.8 程度に向上する。 

国民希望出生率 1.8 は、OECD 諸国の半数近くが実現。我が国においてまず目指すべ

きは、若い世代の結婚・子育て希望の実現に取り組み、出生率の向上を図ること。 
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２．地方創生がもたらす日本社会の姿 

 

 

○人口減少に歯止めがかかると、2060年に１億人程度の人口が確保される。 

2030～2040年頃に出生率が 2.07まで回復した場合、2060年には総人口１億人程度を

確保し、2090年頃には人口が定常状態になると見込まれる。 

○さらに、人口構造が「若返る時期」を迎える。 

人口減少に歯止めがかかると、高齢化率は 2050年に 35.3％でピークに達した後は低

下し始め、2090年頃には現在とほぼ同水準の 27%程度にまで低下する。若返りにより、

「働き手」の増加が経済成長を牽引するなど経済的に好環境となる（人口ボーナス）。

さらに高齢者が「健康寿命」を延ばすと、事態は更に改善。 

○「人口の安定化」とともに「生産性の向上」が図られると、2050 年代に実質 GDP 成

長率は、1.5～２％程度が維持される。 

 
 

○自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す。 

地方創生が目指すのは、地域に住む人々が、自らの地域の未来に希望を持ち、個性豊

かで潤いのある生活を送ることができる地域社会を形成すること。人口拡大期の全国

一律のキャッチアップ型の取組ではなく、地方自らが地域資源を掘り起こし、それら

を活用する取組が必要。また、地方分権の確立が基盤となる。 

○外部との積極的なつながりにより、新たな視点から活性化を図る。 

都市部から地方への新しいひとの流れを強くし、外部の人材を取り込んでいくことが

重要。また、地域内や国内にとどまらず、海外の市場とつながっていくことは、農林

水産業や観光などで大きな飛躍のチャンスとなる。 

○地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る。 

地方創生が実現し、人口減少に歯止めがかかれば、地方の方が先行して若返る。地方

において、豊かな地域資源や ICTを活用して、新たなイノベーションを巻き起こし、

活力ある地域社会を創生することが期待される。 

○東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指す。 

地方創生は、地方と東京圏を対立構造と考えるものではない。東京圏の人口集中・過

密化の是正により、東京圏が抱える課題の解決につながる。東京圏は、日本の成長の

エンジンとしての重要性は変わらず、今後は世界をリードする「国際都市」として発

展していくことを期待。 

○地方創生は、日本の創生であり、地方と東京圏がそれぞれの強みを活かし、日本全

体を引っ張っていく。 

 

3 
 




